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ま え が き 

 

平成 20 年（2008 年）９月にリーマン･ショックが発生してから、６年弱が経過した。この

間にわが国は、ふたつの大きな経済変動を立て続けに蒙った。リーマン・ショックによる世

界的金融危機を契機とした経済の急激な収縮と、それから完全には回復し切らない 2011 年３

月に発生した東日本大震災のふたつである。震災は、被災地に甚大な被害をもたらしたこと

はもとより、サプライ・チェーンの寸断や消費抑制、電力不足等から全国の事業所にも広く

影響が及んだ。いずれも、事業活動の急激な落込みによる雇用面への厳しい影響が懸念され

たところである。 

このための政策対応の一環として、事業活動の縮小を余儀なくされた場合であっても、で

きる限り雇用を維持する取組みを行う事業主を支援する雇用調整助成金制度の積極的な活用

が図られ、実際にも小規模事業所を含めた広範な事業所において当該助成金が活用された。

その結果、失業率は上昇したものの、あれだけの大きなショックがあったにもかかわらず、

それまでの水準の範囲内にとどまったことにみられるように、マクロ指標でみて、この間の

雇用失業情勢の底割れと多くの人々の雇用が失われることを防いだものということができ

る。また、そこには、厳しい状況の下であっても、いや、厳しい状況であるからこそ、でき

る限り雇用を守り、従業員を守ろうとされる雇用主の皆様のご努力があり、それを支える助

成であるというこの制度の趣旨が活かされた結果であると考えられる。 

しかし一方、雇用調整助成金には労働力の移動を妨げ、停滞産業に人を滞留させる側面が

あるのではないかといった指摘もある。そうした面も含めて、この間における雇用調整助成

金の効果等について検証する調査研究を、厚生労働省からの全面的なご協力をいただきなが

ら、当機構として行うこととし、平成 24 年 10 月以降、外部の学識経験者の参加も得て研究

会を設置し、調査研究を進めてきたところである。 

この調査シリーズは、この調査研究の一環として、昨年６月から７月にかけて全国の事業

所を対象として実施させていただいたアンケート調査の結果データをとりまとめたものであ

る。忙しい業務の中、また、少なからず厳しい状況にあるにもかかわらず、この調査の趣旨

をご理解いただき、ご回答いただいた事業主の皆様に深く感謝を申し上げる。 

この調査シリーズが、関係者をはじめ多くの皆様に活用されることを期待したい。 
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